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流　動　資　産 204,358 流　動　負　債　 864,561

115,642 720,000

71,067 91,541

2,769 8,171

6,080 508

2,397 26,060

2,342 9,146

4,162 3,236

△ 104 1,434

4,369

92

固　定　資　産 1,010,152 固　定　負　債 106,385

有形固定資産 916,462 　　長　期　借　入　金 8,690

建 物 35,505 　　退職給付引当金 40,763

構 築 物 5,291 56,931

車 両 運 搬 具 37,492

工 具 器 具 備 品 13,262

土 地 824,911

無形固定資産 14,114 970,947

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 1,919

ソ フ ト ウ ェ ア 12,194

株　主　資　本 132,406

投資その他の資産 79,575 資　　本　　金 50,000

投 資 有 価 証 券 66,576 利　益　剰　余　金 95,367

出 資 金 4,260 11,000

差 入 保 証 金 437 84,368

そ の 他 の 投 資 等 2,541 別 途 積 立 金 130,000

繰 延 税 金 資 産 5,760 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 45,632

自　己　株　式 △ 12,961

評 価 ・ 換 算 差 額 等 111,156

109,048

2,107

243,563

1,214,510 1,214,510

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

第１０９期決算公告
令和6年6月20日

そ の 他 有 価証 券評 価差 額金

土 地 再 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

貸 倒 引 当 金 前 受 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

貯 蔵 品 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 預 り 金

そ の 他 の 流 動 資 産 契 約 負 債

未 収 運 賃 未 払 金

未 収 入 金 未 払 費 用

短 期 貸 付 金 未 払 法 人 税 等

貸　借　対　照　表
（令和6年3月31日 現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

①有価証券の評価基準および評価方法

　　　その他有価証券

　　　　　市場価格のある株式等 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準および評価方法

　　　　　貯蔵品 先入先出法に基づく原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)

③固定資産の減価償却方法

　　　　　有形固定資産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物、平成28年

4月1日以降に取得した建物附属設備と構築物及び車両運搬具に

ついては定額法を採用しております。）

なお、取得価格10万円以上20万円未満のものに付いては、3年間

で均等償却する方法を採用しております。

　　　　　無形固定資産 定額法

④引当金の計上基準

　　　　　貸倒引当金 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　　賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込み額の当期負担額

を計上しております。

　　　　　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務見込み額を計上しております。

⑤消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．当期純損益金額

 　  　　　当期純利益 111,084千円

 


